
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

＊補助⾦の問い合わせ・書類提出先   ＊ 補助⾦申請に関する御相談 
 

御殿場市 市⺠協働課          御殿場市⺠活動⽀援センター 
〒412-8601 御殿場市萩原 483      〒412-0042 御殿場市萩原 988-1  

市⺠交流センター「ふじざくら」内 
電 話 0550-82-4308                電 話 0550-70-6820 
ＦＡＸ 0550-82-4343                ＦＡＸ 0550-70-6817 
e-mail kyodo@city.gotemba.lg.jp       e-mail info@gotemba-npo.net 

土日祝日を除く 8:30〜17:15                    月曜日を除く 9:00〜17:00 
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市⺠協働型まちづくり事業補助⾦の目的 
 

御殿場市では、市⺠の皆さんと⾏政が協⼒・連携して公共的な課
題に取り組む「市⺠協働型まちづくり」を推進しています。 

公共的な課題解決のために、皆さんが⾏政と⼀緒に計画し、実施
する事業に対して補助⾦を交付します。 
 

  
「市⺠協働型まちづくり」の８原則 

 
御殿場市では市⺠協働型まちづくりを進めていくため、協働の理念にもとづいて８つの

基本原則を定めています。この原則は、協働事業を実施する上で遵守しなければならない
ルールです。この原則に基づいて事業の実施・評価を⾏ってください。 

 
①［目標共有の原則］ 

協働推進のために、市⺠と⾏政はまちづくりの目標や理想を共有して取り組むことを原則とする。 

②［自主性の原則］ 

市⺠の活動は、協働の名の下に決して強制されるものではなく、あくまで⾃主的・主体的である 

ことを原則とする。 

③［自己決定・自己責任の原則］ 

市⺠の活動は、⾃らが決定し、⾃らの責任において⾏うことを原則とする。 

④［対等の原則］ 

協働の名の下に、地域⾃治組織や市⺠活動団体を⾏政の下請けとして利⽤してはならない。 

市⺠と⾏政は対等の⽴場で協⼒し合うことを原則とする。 

⑤［補完の原則］ 

協働に関わる主体は、お互いの役割を理解し、助け合うことを原則とする。 

⑥［信頼の原則］ 

協働の関係は、主体間の信頼関係が基本であり、お互いに信頼関係の構築に努めるものとする。 

⑦［情報共有の原則］ 

協働を推進するためには、⾏政は情報公開だけでなく、積極的に情報提供をしなければならない。 

協働は、市⺠と⾏政が情報共有の下に取り組むことを原則とする。 

⑧［公開と評価の原則］ 

協働の活動内容及び成果を評価するとともに、公開することを原則とする。 
 

 

１ 
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１ 応募できる団体 
  
  御殿場市内に活動拠点を有し、公益性を図るための非営利事業に⾃主的に

取り組む、3 人以上で構成する団体。（構成員名簿を提出していただきます。） 
 
〔注意事項〕 

補助⾦事業として採⽤されるには「⾏政との協働」が必須です。 
事前に⾏政担当課（⼀緒に事業を⾏う市の担当課）と、相互協⼒・役割分担 
などを話し合い、事業計画をつくって応募してください。 

   
２ 募集事業 
 

区分 はじめの一歩事業 市⺠提案事業 

事業の内容 

これから実質的な活動を始め
ようとする市⺠活動団体が⾏
い、活動の継続を前提として計
画されている市⺠協働事業。 

市⺠と⾏政との連携による住み良
い地域社会を実現するために、そ
の専門性及び特性を発揮すること
が期待できる市⺠協働事業。 

補助⾦額 
（限度額） 5 万円 

補助対象経費の９割 
（上限 30 万円） 

交付回数 

同⼀団体は、1 回限りの補助と
します。 
 
 
 

当該年度において同⼀団体は 1 回
限りとし、同⼀事業を継続する場
合は、3 年を限度とします。 
ただし、毎年審査を受ける必要が
あります。 

期間 
交付決定日（5 月上旬予定）から、原則として令和 3（2021）年１
月末までに終了する事業が対象になります。 
※交付決定日より前に開始、終了している事業は対象になりません。 

   ※予算の成⽴が条件となり、予算の範囲内において交付します。 
 
＜対象とならない事業＞  
 ①同⼀年度において国・地⽅⾃治体・⺠間団体等から他の制度による補助・ 

助成・委託を受けている事業 
 ②事業の効果が特定の個人又は団体に帰属する事業 
 ③営利を目的とし、公共性を欠く事業 

 ④市外で実施する事業 
 ⑤先進地視察、各種会議・講演会への出席及び人的な交流を目的とする事業 
 ⑥市⺠活動団体が所有し、又は賃借している施設の建設、改修若しくは維持 

管理又は物品の購入を目的とする事業 
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３ 経費 
 
総事業費のうち、補助対象経費の９割が補助⾦となり、補助対象経費から補
助⾦を差し引いた⾦額が⾃⼰資⾦となります。 

  
補助⾦︓補助対象経費×90％ （1,000 円未満は切り捨て） 

⾃⼰資⾦︓補助対象経費－補助⾦ 
※事業に要する経費が計画を下回り補助⾦に余剰が⽣じた場合は、 

返還していただきます。 
 

＊詳細は、「補助⾦対象経費、補助対象外経費⼀覧表」（資料 1）を参照下さい。 
 

●補助対象経費 
 
・ 報償費、謝礼に関し補助⾦で支出できる⾦額は 100,000 円を限度とします。 
・ ⾷糧費に関し補助⾦で支出できる⾦額は、⼀人当たり概ね 1,000 円を限度

とします。ただし、団体の構成員への支出は補助対象になりません。 
・ 啓発品代、記念品代、景品・賞品代に関して補助⾦で支出できる⾦額は補助

⾦申請額の 30％を限度とします。ぜいたく品は補助対象外となります。 
・ 旅費は市内の活動については認められません。市外での活動にかかる経費は、

御殿場市の旅費規程に準じて算出します。（資料２） 
 

報告の際に、すべての領収書兼レシートの写しを提出していただきます。 
紛失等により、⽀払ったことが明確にできない場合は認められません。 

 
 

自 己 資 ⾦ 会費、持出し、入場料、参加料、広告費、寄附⾦、協賛⾦等 

補 助 対 象 経 費 
報償費、旅費、印刷製本費、消耗品費、使⽤料、賃貸料、 
通信運搬費、保険料、会場設営費、⾷糧費、啓発品代、 
記念品代、景品・賞品代、雑費 

補助対象外経費 上記（補助対象経費）以外の経費 
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●補助対象外経費 
 
・ 市⺠活動団体の事務所等を維持するための経費（事務所の家賃、光熱費等） 
・ 市⺠活動団体の経常的な活動に要する経費 
  （備品、団体の日常活動の募集案内、パンフレット作成等） 
・ 市⺠活動団体の構成員に対する人件費、謝礼等の経費 
 
４ 応募方法 
 
  下記の申請書類に必要事項を記入の上、募集期間内に市⺠協働課へ提出し

てください。 
 
＜申請書類＞ 
①御殿場市市⺠協働型まちづくり事業補助⾦要望書兼申請書（様式第1号） 
②市⺠活動団体の概要（様式第2号） 
③事業計画書（様式第3号）※インク浸透印（シャチハタ）は不可 
④事業収支予算書（様式第4号） ※予算書作成シートを利⽤してください 
⑤事前確認書  
⑥団体の規約（作成している場合） 
⑦会報・チラシ・報告書・新聞記事など、団体の活動が分かる資料 
⑧構成員名簿 ※名前・性別・お住まいの地区を必ず御記入ください。 
⑨申請書類チェックリスト（担当課が記入）  
 

 ※上記のほか、必要と認める場合は⾒積書等の提出を求めます。 
※応募に関する御相談は市⺠協働課で伺います。 
 

５ 受付期間・提出先 
  
 【受付期間】令和2（2020）年2月3日（月）〜３月31日（火） 

※土日祝を除く 
 【受付時間】8︓30〜17︓15 
 【提 出 先】御殿場市役所 市⺠協働課 

〒412-8601 御殿場市萩原 483 （御殿場市役所 本庁舎 1 階） 
※「申請書類チェックリスト」を表紙にして、御提出ください。  

協働事業は、市の事業を市⺠活動団体等が請け負う「請負契約」ではなく、
市⺠団体として取り組みたい課題について市が役割を分担するものである
ことから、人件費等の必要な事業経費をすべて市が負担するものではありま
せんので御留意ください。 
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６ 書類審査・公開提案会 
 
  この補助⾦を交付する事業は、御殿場市の市⺠協働型まちづくりについて

検討する「御殿場市市⺠協働型まちづくり推進協議会」の委員を審査員とし
て、審査・選考を経て決定されます（7 ページ「協働事業の進め⽅フロー図」）。
まずは事務局にて書類審査を⾏い、その後、公開提案会が開催されます。 

 
（1）書類審査 

事務局で書類審査を⾏い、補助⾦交付事業に該当しないものは、審査から
除外させていただく場合があります。 
 

（2）公開提案会 
団体による公開提案会（プレゼンテーション）を実施します。 
※はじめの⼀歩事業は、書類審査のみ。 

 
開催予定日︓令和 2（2020）年 4 月下旬 ※未確定  

 会 場︓未定  
・1 団体 10 分以内で事業の説明・PR をしていただきます。 
・パワーポイント、寸劇など、説明の⽅法は⾃由です。 
・広く市⺠等に対して公開で開催します。 
※審査の公正を期すため、審査員が関与している団体が提案する事業の審査には、 

当該審査員は加わらないこととします。 
 
７ 選考会 

 
公開提案会の後、協議会による選考会が開催されます。選考会では、「市⺠

協働型まちづくり推進指針」に基づく審査・選考の基準（8〜10 ページ）に
より、提案事業を申請書類・プレゼンテーションの内容等で総合的に評価、
選考します。その後、結果を市⻑へ報告します。 

 
８ 通知書の送付 
 
  市⻑は、協議会からの審査報告に基づき補助⾦の交付の可否を決定し、団

体に通知します。交付決定の場合でも、減額や「補助の条件」が付されるこ
とがあります。 

  

４ 
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９ 補助⾦の交付 
 
  市⻑より補助⾦の対象事業として補助⾦交付決定を受けた団体には、市⺠

協働型まちづくり事業補助⾦請求書を提出していただきます。この請求に基
づき補助⾦を交付します。 

 
10 進捗状況の報告等 
 
  補助⾦交付決定を受けた団体は、補助の条件を考慮しながら事業に着手し

てください。事務局より、進捗状況の報告を求めることがあります。また、
何か気になる点がある場合は速やかに市⺠協働課に連絡してください。 

 
 〔注意事項︓事業計画等の変更について〕 
  補助⾦交付は、補助⾦申請書に基づいた審査を経て決定されるため、事業

計画書に基づく事業以外の支出は認められません。実際に事業を⾏う上で、
万が⼀、補助⾦交付決定内容と変更が⽣じる場合は、必ず事前に事務局に相
談していただき、内容によっては変更申請書を提出していただきます。 

変更申請書の審査を経て、変更交付決定通知書が発⾏されたのち事業を⾏
うようにしてください。 

 
 
11 事業完了後の⼿続き 
 
  事業完了後は、⾏政担当課と事業の評価を実施し、速やかに実績報告書を

提出していただきます。市⺠提案事業は、実績報告会（令和 3（2021）年２
月下旬頃）で事業実施報告をしていただきます。 

 
12 情報公開・情報提供 
 
（1）透明性確保のため、公開提案会・選考会での審査概要は、ホームページ 

で公開いたします。 
（2）採⽤された事業について、団体等の名称や事業概要を広報紙やホームペ 

ージ等で公開します。そのため、事業実施においては、写真など詳細な 
記録をお願いいたします。 

（3）申請書等に記載された個人情報は、補助⾦交付の審査・選考の目的以外 
には使⽤しません。 

 

  

５ 
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協働事業の進め方フロー図 
 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実績報告会（2 月下旬〜3 月上旬） 

６ 

応募締切（3/31）/ 書類審査 

交付決定 (5 月上旬) 

事業の実施（交付決定後〜1 月末まで） 

⾏政担当課との協働による実施 

事業の完了 / 評価・⾒直し 

公開提案会・選考会 (4 月下旬) 

情報発信・PR / 進捗報告など 

※⾏政担当課との調整 
一緒に事業を⾏う市の担当課との調整
を⼗分に⾏ってください。 
⇒事業計画・役割分担の決定 

協働事業の募集開始 (2/3) 

実施にあたり最初の交付決定 
内容に変更が⽣じる場合は、 
事前に事務局に御相談くださ 
い。（P6 参照） 

⾏政担当課との相互評価 

次年度以降の対応検討 

補助⾦応募 
（2 年目・3 年目） 

別の財源を得て継続 
（団体の⾃⽴・発展） 

単に事業を実施するだけでな
く、次にどう繋げていくかを、
団体と市の担当課で協議して
ください。 
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審査・選考の基準 
 
１．全体審査項目 
 企画提案全体に関する項目です。提案内容が趣旨に合致しているかどうか、

企画提案書やプレゼンテーションが的確かどうかなどを評価します。 
 
 

項 目 内 容 
①協働の理解度 協働の理念や原則を理解し、市⺠協働事業の趣旨に合致しているか 

【審査のポイント】 
・ 協働について理解しているか。提案が市⺠協働事業の趣旨に合致し

ているかどうか。 
・ 補助⾦や助成⾦の獲得だけが目的となっていないかどうか。 
・ ⾏政との協働によって、より⾼い効果や成果を得ることを目的とし

ているかどうか。 

②団体の内容 協働事業を推進できる体制や能⼒が認められるか 
【審査のポイント】 
・ 団体の専門性や特性を発揮できるような提案であるかどうか。 
・ 実施団体が提案した事業を遂⾏できるだけの人員、資⾦、ネットワ

ークなどを有しているかどうか。 
・ 団体の活動実績に対して、提案内容が過大すぎたりすることはない

か。 

③計画の妥当性 助成⾦を含めた資⾦⾯からの計画は妥当か 
【審査のポイント】 
・ 事業規模や内容と収支計画が合致しているかどうか。 
・ ⾃主財源の確保などの実現性が妥当か。 

④提案の方法 事業計画書やプレゼンテーションできちんと趣旨が伝わったか 

【審査のポイント】 
・ 事業計画書の内容が的確な提案書になっているかどうか。 
・ プレゼンテーションはわかりやすく、訴えるものがあったかどうか。 
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２．計画内容に関する審査項目 

事業の目的や内容、手段などが妥当かどうか、事業実施の効果が期待でき 
るかどうか等の観点から審査します。 
 
 

項 目 内 容 
①課題解決 社会的課題（ニーズ）に対応し、地域課題の解決に資するかどうか 

【審査のポイント】 
・ 企画提案の内容が社会的なニーズや課題解決をめざすものとなっ

ているかどうか。 
・ 団体の構成員だけを受益の対象とするような活動ではないこと。 
＊はじめの⼀歩事業では審査項目から除外 

②⼿法・形態 市⺠と⾏政の協働の内容が提案されているか 

【審査のポイント】 
・ 協働の内容、団体と⾏政との役割分担や協⼒内容が具体的に提案さ

れているか。 
・ ⾏政が補助⾦や助成⾦を交付するだけの役割になっていないこと。 

③事業効果 事業を⾏うことで具体的な効果・成果が期待できるか 
【審査のポイント】 
・ 事業を⾏うことで期待できる効果や成果の内容。 
・ 直接的な成果以外に、波及的な効果が期待できるか。 

④発展性 協働によって団体の発展に寄与するか 

【審査のポイント】 
・ 事業を実施することで、団体⾃⾝の発展や成⻑につながる可能性が

あるか。 

⑤モデル性 他の団体や地域に対して参考となったりモデル的な事業になるか 
【審査のポイント】 
・ 他の団体や地域にとってモデル的な内容を含んでいるか。 
・ 他の団体にとって、参考となる取り組みかどうか。 
＊はじめの⼀歩事業では審査項目から除外 
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３．事業別審査項目 

市⺠提案事業、はじめの⼀歩事業など、事業ごとの項目です。 
 
(1)市⺠提案事業 
 

項 目 内 容 
①新規性 ⾏政が⾒落としがちな分野で、先進性が⾼いか 

【審査のポイント】 
・ 事業の新規性や独創性はどうか。 
・ ⾏政が⾒落としがちな分野で、市⺠としての視点ならではの提案か

どうか。 

②ニーズ性 社会的ニーズが⾼いにもかかわらず、これまで提供困難であった事業
であるか 
【審査のポイント】 
・ 住⺠にとって課題となっていたにもかかわらず、従来は対処されて

こなかった分野かどうか。 
・ 地域ニーズや市⺠ニーズをとらえた企画内容であるかどうか。 

③サービス性 市⺠や受益者にとって有益なサービスを提供する事業か 
【審査のポイント】 
・ 新たな公共サービスの提供や公共サービスの向上につながるか 
・ サービスの受益者にきめ細かく対応しようとしているか 

 
(2)はじめの⼀歩事業 
 

項 目 内 容 
①⾏政⽀援の 
必要性 
 

⾏政の支援の必要性が⾼いか 
【審査のポイント】 
・ ⾏政の支援の必要性はどの程度か。 
・ ⾏政の支援が、活動の最初の⼀歩を後押しすることにつながるか。 

②活動の継続性 活動の継続が前提になっているか 
【審査のポイント】 
・ ⼀過性の活動にとどまらず、継続することが前提となっているかど

うか。 
・ 事業のあと、団体が設⽴されたり組織的な活動が展開されるような

期待を持てるか。 
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       ※いずれも、予算の範囲内での交付となります。 
  

補助⾦名 市⺠活動⽀援事業補助⾦ 市⺠参加・市⺠協働事業 
モデル地区事業補助⾦ 

対象 市⺠活動団体 区（⾃治会） 

協働の相手 不要 

最大補助⾦額 3 万円 30 万円 

補助時期 後払い 前払い 

補助⾦の使途 問わない 
（ただし公益的活動に限る） 

主催者の人件費には充てら
れない 

応募期限 なし 
（ただし事業開始前に限る） あり 

審査者 事務局 

プレゼン・報告会 なし 報告会あり 
(3 月の区⻑会にて) 

回数制限 同⼀年度は 1 回、同⼀事業
は 1 回のみ 同⼀事業は 3 年まで 

その他 
過去に「市⺠協働型まちづく
り事業補助⾦」を受けている
事業は対象とならない 

補助額は総事業費の 8 割ま
でとする 

さいごに…「申請できない︕」と感じた方へ 
 

「難しそうで、とても⾃分には申請できない」と思われるかもしれません。しかし、
この事業に携わるまで⾏政との関わりがなかった、人前で話したことがなかったとい
う人も少なくありません。冒頭にもありましたが、御殿場市は、皆さんの「御殿場を
もっと良くしたい︕」「この課題を何とか解決したい︕」という気持ちを大切にし、ま
ちづくりに携わる人材を大切に育てていきます。不安に感じた⽅、疑問がある⽅はぜ
ひ御相談ください。皆さんがまちづくりの主体になることで、今まで遠くに感じてい
た⾏政が少し近く感じるはずです。 

また、市⺠協働型まちづくり事業補助⾦以外にも、市では以下のような補助⾦があ
ります。それぞれを比較・検討し、⾃分に合った補助⾦をみつけてください。 

９ 
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補助⾦対象経費、補助対象外経費一覧表 
 対象（○） 非対象（×） 

収 
 

入 

会費、持出し 団体⾃⾝の財産 

※他の補助⾦、助成⾦、交付⾦又は委託を受けて
いる事業は審査対象外。 

入場料、参加料 
イベントによる収入 

広告費 

寄附⾦ 
相手の善意・任意の提供 

協賛⾦ 

支 
 

出 
 

報償費、謝礼 
団体外講師、指導者への謝礼
⾦等 

備品 
事業終了後に団体の備品と
なるもの。 

旅費 会場までの交通費、ガソリン代等 事務所に要する経費 事務所の家賃、光熱費等 

印刷製本費 
パンフレット、ポスター等の
印刷費、資料のコピー代等 

経常活動に要する
経費 

事務所までの交通費、対象事
業以外への募集案内・団体パ
ンフの紙代・印刷代等 

消耗品費 看板作成、紙代、材料費等 
団体構成員への人
件費、飲⾷代、謝礼 

申請団体構成員に支払われ
るもの。 

使⽤料 会場使⽤料、駐⾞料等 研修費 
効果が団体に帰属すると認
められるもの。 

賃借料 機材レンタル料、バス借上げ料等  

通信運搬費 
開催案内などの送料、会場ま
での備品の宅配代等 

保険料 
事業参加者の保険、イベント
保険等 

会場設営費 ステージや音響の設営費等 

⾷糧費 
団体外の人への必要最低限経
費。昼⾷等 

啓発品代 
事業PRのため、不特定多数に
配布するもの。 

記念品代 
イベント等で団体外参加者か
つ不特定多数に配布するもの。 

景品、賞品代 
⼀定の成果を出した人に配布
するもの。 ※本表に属さない科目がある場合は、選考会で 

判断する。 
雑費 支払手数料、振込手数料等 

〔補助対象経費の上限〕 
（1）報償費・謝礼 
   100,000 円まで 
（2）⾷糧費 
   ⼀人当たり概ね 1,000 円まで 
（3）啓発品代、記念品代、景品、賞品代 
   合計が補助⾦申請額の 30％まで 
   ※ぜいたく品は対象外とする 

資料 1 
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資料 2 
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様式第１号（第５条関係） 

 

御殿場市市民協働型まちづくり事業補助金要望書兼申請書 

 

  年  月  日 

御殿場市長 様 

 

 所 在 地 

   団 体 の 名 称 

   代表者の氏名            印 
 

区   分 
☑ はじめの一歩事業 

□ 市民提案事業 

交付申請額 

   

  円 

事業の名称 

 

実 施 期 間 
（着手）     年   月   日 （  ）から 

（完了）     年   月   日 （  ）まで 

事業の分野 

□保健・医療・福祉の増進 □海外協力・外国人支援 □環境・暮らし

□ 子 育 て ・ 教 育 ・ 青 少 年  ☑ 生 涯 学 習  □ 文 化 ・ ス ポ ー ツ       

☑まちづくり □消費生活 □男女共同参画 □人権・平和     

□災害支援 □職業能力開発・雇用拡充 □地域安全 □情報化 

□科学技術振興 □経済活性化 □NPO 支援・その他（      ） 

行政との協働

の あ り 方 

 

継続希望期間 
（継続希望期間）   年度・   年度 

 

団体印もしくは代表者印を押印してくださ

い（インク浸透印（シャチハタ）不可）。 

事業決定後の請求書・報告書にも同じ押印

をしていただきます。 

該当する事業に☑ 

 

千円単位で記入。収支予算書の収入の部・補助

金額と同額を記入してください。 

事業名だけで事業の内容や目的がわかる名称を記入。 

準備期間～事業最終日を記入。 

該当する分野に☑ 

協働の相手方である行政担当課との打ち合わせ

結果をもとに、行政とどのように協働を行ってい

くのかを記入してください。 

市民提案事業の場合、最高３年まで継続

ができます（審査は毎年）。 

はじめの一歩事業は１年限りです。 

記⼊例 
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様式第２号（第５条関係） 

 

市民活動団体の概要 

団 体 名 

 

代 表 者 

（氏名） 

（住所） 

（〒） 

（電話）             （FAX） 

（E―mail） 

構 成 員 数 （役員数）          （会員数） 

団体の目的 

 

 

 

 

 

団体の経緯 

 

 

 

 

年間予算 

（   年度予算又は  年 月  日～  年 月  日の予算） 

円 

＊前年度又は前々年度の決算書がある場合には、添付してください。 

過去の助成実績 

今までに、下記の団体等の助成を受けたことがありますか。 

□御殿場市及びその外郭団体 （  年：             ）

□静岡県及びその外郭団体  （  年：             ）

□その他の助成団体     （  年：             ） 

過去の活動実績 

 

 

 

※パンフレットや活動報告書など、団体の活動の概要が分かる資料がありましたら、添

付してください。 

代表者住所や事務所の所在地などを記入。

通知の送付先や日中の連絡先などが別にあ

る場合は、そちらも記入してください。 

団体の活動目的や、その目的を達成するために通常

行っている活動内容を記入してください。 

団体の設立から今日に至るまでの経緯を簡潔に

記入してください。 

団体の活動全体に係る前年度の収支予算額を記

入してください。 

過去の助成実績があれば

記入してください。 

アピールしたい過去の活動内容を記入してください。 

このほか会報、チラシ、報告書等資料があれば提出してください。 
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様式第３号（第５条関係） 

 

事業計画書 

１ 現状の課題と事業の目的 

【現状課題と対応の方向＝事業の目的】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事業を行うことで期待できる具体的な効果や成果 

【先駆性・独創性・専門性等の市民公益活動の特性がどのように生かせるか、具体的な効

果や成果、さらには波及効果など】 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業の内容 

【内容・実施方法・実施体制・実施場所・実施日程等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の課題と、事業を行う目的を具体的に記入してください。 
 
例） 現在、御殿場市では・・・から・・・という状況が発生し、それに伴い・・・ 

といった問題があり、・・・という状況である。しかし、・・・は・・・であり、 

また、・・・は・・・であるため、・・・の必要がある。当団体は・・・といっ 

た活動を行っているが、・・・だと感じている。 

市内の・・・が・・・するには・・・が必要であり、この事業を行うことで・・・ 

することを目的とする。 

事業を行うことで得られる効果や成果を記入してください。 
 
例） 当団体は、日常的に・・・な取り組みをしている。市内でも・・・な取り 

組みをしている団体はまだ少なく、当団体は・・・に関するノウハウを持っ 

ている。 

 この事業を実施することにより、・・・の点で・・・が可能となり、・・・ 

できるので、・・・の面で効果があり、・・・が図られる。また、・・・という 

観点からも・・・といった波及効果を及ぼすことができる。 

事業の内容・実施方法・実施体制・対象と人数・実施場所・日程な

どを詳しく記入してください。 

※この補助金は団体の通常活動への補助ではありませんので、通常

活動との線引きを明確にしてください。 
 

例）・・・を実施する。 

内  容 ・・・を対象に・・・を行う。 

実施日時 ○月○日（○） 

実施場所 ○○駅前広場 

従 事 者 出演・出展者○名、会員○名、ボランティア○名 
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４ 行政との協働について、どのような協働を行うのか？その相手先はどこか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 今後の事業スケジュール 

【当該年度の事業終了後、対象となった事業をきっかけにどのように団体の活動を展開し

ていくのか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

協働の相手方である行政との打ち合わせ結果をもとに、 

① 協働の相手方である行政担当課（市役所の担当課） 

※行政担当課が複数の場合、中心窓口となる部署に◎を 

つけてください 

② 役割分担などを記入してください。なお、記入にあたっては１ペ

ージ目の「行政との協働のあり方」との整合をとってください。 

 

例）協働の相手 ◎ ○○課、△△課、××課 
   

  団 体：イベント準備・実施・運営 

  ○○課：広報・PR 活動、開催場所許可申請・手続関係、 

当日補助、情報提供 

    △△課：広報・PR 活動  ××課：広報・PR 活動 

今年度の事業終了後、市民協働型まちづくり事業補助金に申請した

事業をどのように展開していくのか、今後の展望を記入してくださ

い。 

 

例）今年度補助金事業終了後は・・・ 

3 年間の補助金事業が終了した後は・・・ 

（団体としての目標、組織体制の整備、ネットワークの構築など・・・） 
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様式第４号（第５条関係） 

 

事業収支予算書 

（収 入） 

科  目 金  額 内  訳 

補助金 

自己資金 

○○○，○○○円 

○○，○○○円 

 

市民協働型まちづくり事業補助金 

会費 @○，○○○円×○○人 

 

計 ○○○，○○○円（A）  

 

（支 出） 

科  目 金  額 内  訳 

 

報償費 

 旅費 

 

印刷製本費 

 

 

保険料 

消耗品費 

 

 

○○，〇〇〇円  

 ○，○○○円 

 

○○，○○○円 

 

 

 ○，○○○円 

○○，○○○円 

 

出演謝礼 ＠○○○円×○○組×○回 

○月○日 講師打合せ（場所） 

○○○円×人数×回数 

パンフレット印刷 ＠○○○円×○○部 

 

 

計 ○○○，○○○円（B）  

 

見積もりや販売価格を調べ、実勢価格に近い金額を記入。 

補助金の交付を希望する事業

の事業費を記入。 

団体の通常活動経費、維持・運

営費は対象になりません。 

 

算出の根拠を記入。回数など、事業計画と整合をとってください。 

科目は「補助対象経費、補助対象外経費一覧表」を基に記入。 
 
「補助金」は、申請書の「交付申請額」を記入してください。 
 
〔はじめの一歩事業〕 50,000 円が上限 

〔市民提案事業〕 補助対象経費の 90％が上限 （※300,000 円まで） 

※1,000 円未満は切り捨て 

収入の合計（A）と、支出の合計（B）は一致します。 
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御殿場市市民協働型まちづくり事業補助金 事前確認書 

            事業名      姉妹都市○○事業         

            申請団体     御殿場市国際交流協会       

            行政担当課   市民協働課            

 確  認  事  項 

【団体】 
行政担当課と、団体と行政が申請書のとおり協働事業を行うことに

ついて協議しましたか。 

 

は い 

(R02年X月XX日) 

【行政】 

申請団体と協議し、団体と行政が申請書のとおり協働事業を行 

うことへの共通認識ができていますか。 

 

はい ・ いいえ 

意見欄  団体と協議を行い、申請書のとおり協働で事業を行い 

ます。行政として、姉妹都市ＰＲのための幅広い広報活動や、 

人材の派遣など、国際交流の推進に係る事業について、一体感 

  をもって取り組みます。 

 

記入者    ○○ ○○    印 

    

     

令和2年X月XX日 
  

             団体代表者氏名     ○○ ○○         印 

     

 
 


